














































































































































































































第 5章では、 「負債会計」を分析し、 「地方債」
「退職給付引当金」、 「損失補償債務等引当金」の 3
つに大別することを明示し、特に第三セクタ一等に対
する「損失補償債務」の問題は、第三セクタ一等の経
営危機に伴って顕在したことを指摘している。
「地方公共団体の財政の健全化に関する法律j の施行
に伴い、同法による「損失補償債務等評価基準」は、
総務省の会計モデルにおいても適用されることになり、
現金主義の「官庁会計」を発生主義の「公会計制度改
革」がこの部分でリンクすることになったことを強調
した。しかし、引当金の計上基準として「損失補償債
務等評価基準」が適切なものであるかという問題提起
を試みている。
第 6章「収益費用会計」、第 7章「純資産会計」で
は、税収の取り扱いを議論の中心として論究している。
住民と政府と議会の 3者の関係をどのように位置づけ
るかによって、税収を収益とする「収益説」、住民か
らの出資とする「持分説」、単なる財源の流入をみる
「資金流入説」の 3つの税があることを指摘している。
「持分説」を採用する「基準モデ、ル」および「改訂モ
デル」は、純資産の変動に特別の意義を見出し、特に
「基準モデノレ」は、純資産の変動を分析して、財政の
コントロールに寄与することを重視している。しかし、
「東京都モデル」は「収益説」に拠り、純資産の変動
の理由を説明するに止まっている、通説は「収益説」
を支持しているが、本論文では、公会計の目的が「官」
と「民」との会計を可能な限り接近せしめることにあ
り、 「官Jの部分に競争性や効率性の視点を取り入れ
る観点からすれば、当面「収益説」を採用することが
妥当であると主張している。第E部「地方公会計制度
の改革の個別研究」では、第 8章「第三セクタ一等に
対する損失補償債務等の課題」で、すでに第 5章の負
債会計で検討した「損失補償債務等評価基準Jについ
て、とくに引当金の計上基準としての妥当性の視点か
ら詳細に分析している。 I金融再生法開示債権」の実
態を究明し、金融機関でさえ引当金を十分に計上して
いないことを指摘し、第三セクタ一等の経営実態の深
層分析の必要性を強調している。終章「本論文のまと
めと今後の課題Iでは、本論文の主要論点を整序し、
地方公会計制度の改革への将来の課題として、企業会
計と両立可能な公会計基準の策定、専門的人材教育ー
開発の重要性、公会計基準設定期間の設立の必要性な
どを強く主張している。
以上、本論文は、明確な問題意識を基礎として、博
士前期過程・後期過程にわたる意欲的・着実な歴史的
かっ理論研究を行い、豊富な県庁職員としての現場体
験を肌身で感じながら、特に地方公共団体の財政危機
に対する現状認識と解決策提言を行い、現行公会計制
度のあり方に関する問題意識の提議・分析が建設的に
反映されている。このような主張は長年にわたる社会
人としての現場体験によって裏付けられたものであり、
説得力に富み、今後の地方公会計制度の改革に寄与で
きる内容を含んでおり、高い水準に達する優れた論文
であると評価でき、博士(経営情報科学)の称号を授
与するのに的確と判定される。
(受理平成22年3月19日)
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